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開発調査（省エネマスタープラン策定を活用し
エネルギー管理士制度構築に向けた働きかけ、支援を強化）

～１９年度
（２００７年）

２０年度
（２００８年）

２１年度
（２００９年）

２２年度
（２０１０年）

省エネ普及啓蒙

（エネルギー管
理手法の普及）

省エネ政策研修（ＡＳＥＡＮ１０カ国＋中・印）や
エネルギーフォーラムなどの支援を実施し、
省エネルギーに対する意識を高める。

省エネルギー法等の
制度整備支援

日ASEAN協力の枠組みの中で、エネル

ギー効率及び省エネルギーの推進に向
けた協力（ＰＲＯＭＥＥＣ事業）を実施。
専門家による省エネルギー診断の実施を
通じ、エネルギー管理手法の普及を図る。
また、省エネ等モデル事
業の実施を通じ、省エネ
設備の導入・普及を図る。

（エネルギー管理
士制度構築支援）

専門家派遣を通じてOJTでの省エネルギー診断を実施。

省エネモデル事業の実施により、技術普及と診断方法の理解を深める。

代表的な省エネ法制度で
あるエネルギー管理士制
度について、法制度整備
支援の中でも特に重点的
に制度構築・制度実施面
での支援を行う。 タイは、これまでのノウハウをアジアの他の国や希望国への

情報提供を行い、アジアにおける制度の普及拡大の役割を担う

PROMEEC事業を通じ、Ａ

ＳＥＡＮ地域全体におけるエ
ネルギー管理士制度の導
入を進めるべく、省エネベス
トプラクティス・データベース
の構築を実施。

省エネ事例のベスト
プラクティス・データ
ベースの蓄積

診断・省エネ改善策指針（ガイドライン）及び省エネ目標（ベンチマーク）の策定。

事業実施目標

エネルギー管理士制度のアジア展開ロードマップ

第１回日印
エネルギー
フォーラム
２００６．１２

（ニューデリー）

第１回日中
省エネ・環境

総合フォーラム
２００６．５
（東京）

第１回日越
エネルギー
フォーラム
２００７．３
（ハノイ）

第２回日中
省エネ・環境

総合フォーラム
２００７．９
（北京）

第２回
ＥＡＳ
’07,1

タイ・エネルギー管理者訓練センター設立
(2002.4～2005.4)

中国、インド、タイ、イン
ドネシア、ベトナム、マ
レーシアに対し、研修生
受入、専門家派遣等の
人材育成やワークショッ
プの開催等を通じ、省エ
ネルギー法等の制度整
備を支援。

インドネシア・専門家派遣【エネルギー管理士
制度】(ＪＥＸＳＡ／2006～)

省エネ診断の基礎情報となるエネルギー消費構造データベースの構築を行う。

エネルギー需給の改善に
向け、省エネ推進の重要性
について、理解を深めると
ともに、日本の優秀な省エ
ネ制度・技術を紹介すべく、
省エネ担当者に対する研修
を実施。特に、中、印、越等
のエネルギー多消費国に
対しては、フォーラムを開催
し、協力を強化。また、ＥＡＳ
等において、首脳レベルで
も省エネの推進を合意。

インド省エネモデル事業：鉄鋼業（’06~’09)

タイ省エネモデル事業：アルミニウム工業(’07~’09)

第３回
ＥＡＳ
’07,11

中・ベトナム・マレーシア：エネルギー管理士制度構築支援の可能性

中国：研修生受入(’06~)
インド：長期専門家派遣(’06)、研修生受入（’06~)
タイ：専門家派遣【省エネハンドブック策定】(’02~)、専門家派遣【省エネ診断人材育成】（’06~)
インドネシア：専門家派遣【エネルギー管理士制度】（’06~)、開発調査（’07~)
ベトナム：長期専門家派遣（’07~)、開発調査（’08~)
マレーシア：専門家派遣【省エネガイドライン構築】(’06~)

タイ・専門家派遣【省エネ診断人材育成】
（ＪＥＸＳＡ／ 2006~)

マレーシア・専門家派遣【省エネガイドライン
構築】（ＪＥＸＳＡ／ 2006~)

第２回日印
エネルギー
フォーラム
２００８．２

（ニューデリー）

第２回ＥＡＳ
エネ大臣会合

’08,夏
第２回ＥＡＳ

エネ大臣会合
’07,8

第4回

ＥＡＳ
’08,秋

管
理
手
法
の
共
通
化



実施状況のフォローアップ

２０年度
（２００８年）

２１年度
（２００９年）

２２年度
（２０１０年）

２３年度
（２０１１年）

【タイ】
工業省

○西ジャワ州に2003年
から2006年まで水質分
野の制度構築支援を
実施。
○中部ジャワ州、東
ジャワ州、バンテン州
に対し、制度構築支援
を実施。
○ゴム協会に対し、本
制度を実施する上で必
要となる技術支援を実
施。

○西ジャワ州に2003年
から2006年まで水質分
野の制度構築支援を
実施。
○中部ジャワ州、東
ジャワ州、バンテン州
に対し、制度構築支援
を実施。
○ゴム協会に対し、本
制度を実施する上で必
要となる技術支援を実
施。

～１９年度
（２００７年）

実施状況のフォローアップ

【ベトナム】
天然資源環境省

【その他ＡＳＥＡＮ諸国】

【インドネシア】
工業省

ＪＩＣＡプロジェクト

【中国】
ＳＥＰＡ
（日中環境保全センター）

○２００６年１１月～２００８年
３月まで専門家派遣による
協力を実施。
○基本設計書大綱、ガイドラ
イン、テキスト構成案、実行
可能性報告書、試験大綱、
研修要領が完成する見込み。

○２００６年１１月～２００８年
３月まで専門家派遣による
協力を実施。
○基本設計書大綱、ガイドラ
イン、テキスト構成案、実行
可能性報告書、試験大綱、
研修要領が完成する見込み。

ニーズ調査 支援事業実施

公害防止管理者制度及び公害防止技術普及ロードマップ

○1999年から2005
年まで水質、大気、
産業廃棄物分野の
制度の構築支援を
実施。
○2006年にフォロー
アップ調査を実施。

○1999年から2005
年まで水質、大気、
産業廃棄物分野の
制度の構築支援を
実施。
○2006年にフォロー
アップ調査を実施。 ゴム協会への

技術的支援
（2006年度～
2008年度）

２００９年度国家試験実施
のための支援
（水質以外の分野の制度
構築支援）
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ＪＩＣＡプロジェクト

２００８年度以降ＪＩＣＡの「循環型経済推進
プロジェクト」の一環として実施する可能性。

国
家
試
験
を
実
施
。

（
２
０
１
０
年
度
中
）

国
家
試
験
を
実
施
。

（
２
０
１
０
年
度
中
）

ＡＯＴＳ研修

２００８年度ＧＡＰ政策対話を踏まえ、必要
な協力を実施。

○２００７年度に、本制度の
概要及び我が国の技術概
要について研修を実施。

○２００７年度に、本制度の
概要及び我が国の技術概
要について研修を実施。

他産業への
技術支援の
展開

実施状況のフォローアップ
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１９年度
（２００７年）

２０年度
（２００８年）

２１年度
（２００９年）

２２年度
（２０１０年）

【タイ】
ＭＴＥＣ（金属材料
研究所）他６機関 Phase1 02-04年

○セミナー等ＬＣＡ啓蒙
Phase2 05-07年
○ＬＣＩ（ライフサイクルインベント
リデータ）のデータベース構築の
体制作り、データの構築

Phase1 02-04年
○セミナー等ＬＣＡ啓蒙
Phase2 05-07年
○ＬＣＩ（ライフサイクルインベント
リデータ）のデータベース構築の
体制作り、データの構築

～１８年度
（２００６年）

【マレーシア】
ＳＩＬＩＭ（マレーシア
工業標準研究所）

ＪＥＸＳＡ事業による専門家派遣

05-07年
○セミナー等ＬＣＡ啓蒙
○ＬＣＩ（ライフサイクルインベント
リデータ）のデータベース構築の
体制作り、データの構築

05-07年
○セミナー等ＬＣＡ啓蒙
○ＬＣＩ（ライフサイクルインベント
リデータ）のデータベース構築の
体制作り、データの構築

研究交流等

ＪＥＸＳＡ事業による専門家派遣

ＬＣＡ＆エコデザイン推進体制基盤構築ロードマップ

Phase3 08-10年
○ＬＣＡの普及、LCIの拡大、エコリーフ等ＬＣＡを
ベースとした制度の普及拡大
○日本・ＡＳＥＡＮにおけるＬＣＡ＆エコデザイン推
進体制のネットワーク構築（ＬＣＩの相互利用等）へ
の環境整備（第三国研修の開催等）

Phase3 08-10年
○ＬＣＡの普及、LCIの拡大、エコリーフ等ＬＣＡを
ベースとした制度の普及拡大
○日本・ＡＳＥＡＮにおけるＬＣＡ＆エコデザイン推
進体制のネットワーク構築（ＬＣＩの相互利用等）へ
の環境整備（第三国研修の開催等）

【ベトナム、
フィリピン、・・・等】

08-10年
○ＬＣＡの普及、LCIの拡大、エコリーフ等ＬＣＡを
ベースとした制度の普及拡大
○日本・ＡＳＥＡＮにおけるＬＣＡ＆エコデザイン推進
体制のネットワーク構築（ＬＣＩの相互利用等）への協
力（講師派遣等）

08-10年
○ＬＣＡの普及、LCIの拡大、エコリーフ等ＬＣＡを
ベースとした制度の普及拡大
○日本・ＡＳＥＡＮにおけるＬＣＡ＆エコデザイン推進
体制のネットワーク構築（ＬＣＩの相互利用等）への協
力（講師派遣等）

05-07年
○タイにおける
第三国研修へ
の参加

05-07年
○タイにおける
第三国研修へ
の参加

専門家派遣等
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アジア循環型経済社会圏構築に向けた共通ルールの検討

人材育成／モデル事業

アジアレベルでの制度の整合化

官民の担当者に対する研修、専門家派遣

政策対話における意見交換

ＪＩＣＡ、ＡＯＴＳ研修

制度構築開始

規格策定開始

実現可能性調査

基本計画の策定 運営ノウハウ移転

実現可能性調査

商業ベースでの技術移転

３R関連法制度

「エコタウン」型産業立地
モデル

３R関連規格

リデュース・
リサイクル手法

政府間の政策対話や研修生の受入・専
門家派遣等の人材育成支援の強化を
通じて、３Ｒ関連制度の構築支援を実施。

循環資源の市場拡大・我が国のリサイ
クル手法の普及に向け、品質規格（ＪＩ
Ｓ）等の普及を目指す。

我が国のエコタウンの自治体や立地企業の協力を
得て、計画策定や運用管理等に関する技術協力
を実施。

・産業間対話・商談会の促進、政策金融の活用等
により、我が国企業の事業活動を通じた商業ベー
スでのリサイクル技術・ノウハウの普及を促進。
・モデル事業等により、我が国製造業の国内にお
ける省資源の取組を、国際化したサプライチェーン
を通じてアジアへも展開。

個別分野の取組

分野横断的取組

第Ⅰ期：2008年～2012年 第Ⅱ期：2013年～2017年

３Ｒ関連制度構築、施設整備ロードマップ

各国共通

中国・タイ・マレーシア等



GHS実施国連勧告

（０８年）

REACH施行

（０７年６月）

化学品安全情報管理制度のアジア展開ロードマップ

２００８年 ２００９年 ２０１０年 ２０１１年～～２００７年

日本国内日本国内の取組の取組

製品含有化学物質情報伝達に関する基本指針の考え方の共有
（AOTS）

製品含有化学物質情報伝達に関する基本指針の考え方の共有
（AOTS）

GHS分類実践 他
（AOTS）

GHS分類実践 他
（AOTS）

アジアアジアへの化学物への化学物
質安全情報管理・質安全情報管理・
伝達スキームの伝達スキームの
展開展開

既存法制度とGHSとの整合

モデル国でのJAMP取組み普及支援事業
モデル国でのJAMP取組み普及支援事業

GHSコンセプトの普及 他
（AOTS）

GHSコンセプトの普及 他
（AOTS）

RCの普及（JEXSA等）RCの普及（JEXSA等）

希望国

後発国

先行国

ASEAN
対象国

製
品
含
有
化
学

物
質
情
報
伝
達

Ｇ
Ｈ
Ｓ

MSDS及びラベルの様式の規格の制定
約1500物質をGHSに基づき分類

「アーティクル含有化学物質情報管理ガイドライン」
「アーティクル情報記述シート」の作成 普及

JAMP設立

（０６年９月）

本格運用
本格運用

政策目標政策目標

製
品
含
有
化
学

物
質
情
報
伝
達

Ｇ
Ｈ
Ｓ

「ア
ー
テ
ィ
ク
ル

情
報
記
述
シ
ー

ト
」の
普
及
等

軌道に乗り次第
適宜終了

ガイドラインの普及
MSDS plusの作成・流通 等

記述シートの導入支援 等

我が国からの積
極的な働きかけ

①

②③④

希望国

①

①基礎＆ＲＣ（海外）
②上級
③実務実践
④指導員

＊２００７年度実施の
AOTS研修

③

GHS実施に係る運用、分類実践の技術・実務（AOTS）
GHSにおける消費者製品のリスクベース表示の各国での共有（AOTS）
指導員養成（AOTS） 他

GHS実施に係る運用、分類実践の技術・実務（AOTS）
GHSにおける消費者製品のリスクベース表示の各国での共有（AOTS）
指導員養成（AOTS） 他

持続発展
効果

持続発展
効果
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GHSの基礎（背景、目的、目標）が理解で
きるようになる

GHS分類、ラベリング、SDS作成の基礎（項目等の意
味等）が理解できる

＊１

＊２

化学品安全情報管理に対す
る意識・取組の向上

周辺環境整備の
ための普及・啓蒙

相乗効果

相乗効果



・企業や一般消費者等への普及・教育・実施支援のために必要と
なる施策・取組を理解する

・企業に対する教育・実施支援のために必要となる取組を理解する

・関係者との情報共有・関係構築のために必要となる取組を理解する

・企業や一般消費者等への普及・教育・支援プログラムを整備できるようになる

・施策立案にステークホルダーを巻き込むための考え方を理解する

・関係者にGHS分類等の内容を伝えられるようになる

・企業や一般消費者向けの普及・啓発プログラムを整備できるようになる

・GHSの最新動向をフォローできるようになる

・自国の化学物質による災害の状況を把握できるようになる

・GHSの最新動向をフォローできるようになる

・自国の化学物質による災害の状況を把握できるようになる

・GHS分類、ラベリング、SDS作成の実務（分類、ラベリ
ング等の方法論）を理解し、実際にできるようになる

＊１

＊２



商工会議所職員の受入・海外研修
商工会議所職員の受入・海外研修

１９年度
（２００７年）

２０年度
（２００８年）

２１年度
（２００９年）

２２年度
（２０１０年）

【タイ】
●工業省
（中小企業診断士制度構築）
●タイ商工会議所
（診断事業の拡大）

○研修カリキュラム作成、研修実施、
地方展開支援
○関係法令の運用助言

○研修カリキュラム作成、研修実施、
地方展開支援
○関係法令の運用助言

～１８年度
（２００６年）

実施状況のフォローアップ

【フィリピン】
●貿易産業省ＳＭＥセンター
（ＳＭＥカウンセラー育成）
●フィリピン商工会議所
（経営相談員育成）

【その他ＡＳＥＡＮ諸国】

【インドネシア】
●工業省
（中小企業診断士制度構築） ＪＩＣＡ技プロ、開発調査

ＪＩＣＡ技プロ

○中小企業振興公社のＳＭＥカウン
セラー育成支援
○研修カリキュラム作成、研修実施
支援

○中小企業振興公社のＳＭＥカウン
セラー育成支援
○研修カリキュラム作成、研修実施
支援

【マレーシア】
●中小企業振興公社
（ＳＭＥカウンセラー育成）

○ＳＭＥセンターのＳＭＥカウンセ
ラー育成支援
○研修カリキュラム作成、研修実施
支援

○ＳＭＥセンターのＳＭＥカウンセ
ラー育成支援
○研修カリキュラム作成、研修実施
支援

ＪＩＣＡ技プロ

●
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ニーズ調査（ア産強）、支援事業実施

ＪＥＸＳＡ専門家派遣

中小企業経営基盤強化（中小企業診断士制度、商工会議所機能強化）ロードマップ

○工業診断士の活用
○商業診断士の養成

○工業診断士の活用
○商業診断士の養成

○産業クラスター開発
調査にて診断士活用
を検討

○産業クラスター開発
調査にて診断士活用
を検討

ＪＥＸＳＡ専門家派遣
○人材育成プログラム強化支援

○人材育成プログラム強化支援

ＪＩＣＡ開発調査



情報処理技術者試験、スキル標準のアジア展開ロードマップ

１９年度
（２００７年）

２０年度
（２００８年）

２１年度
（２００９年）

２２年度
（２０１０年）

フィリピン、ベトナム※の
試験実施・普及基盤の強化支援

※両国は、我が国情報処理技術者試験を
移植し、試験制度を創設した国の中でも、
受験者数、合格者数、関係機関の取組
意欲などの点から他国をリードする存在。

ＩＴＰＥＣ※の自立化支援

※IT  Professional Examination Council
： アジア統一共通試験実施委員会

・試験問題作成研修を通じて、各国の試験
問題作成能力の向上を支援。

・専門家の派遣により、広報など試験の普
及や、運営ノウハウの提供等の試験の円
滑な実施を支援。

～１８年度
（２００６年）

・試験実施機関の自立化支援
のため担当者に対する技術
指導、研修をフィリピンで３
年、ベトナムで２年間実施。

・その結果、両国における試
験合格者数は２００６年単年
度でそれぞれ１００人を突破。

・しかしながら、自立化するに
は受験者数の更なる拡大が
必要。

比、越、緬、馬、泰及びモンゴルに対し、引き続き、
インストラクター養成研修等を通じ受験者数の拡大・
合格者数の増加を図る。

アジア各国※における受験者
拡大支援

※我が国情報処理技術者試験を移植し、試
験制度を創設した国（比、越、緬、馬、泰及
びモンゴル）が対象。

・２００１年から情報処理試験
対策研修及びインストラク
ター育成を通じた試験普及
支援を実施。

・しかしながら、フィリピン、ベ
トナム以外の国では受験者
数の伸びが鈍化している。

・2005年に上記５ヶ国の試験

実施機関が、試験の普及、
試験問題の作成等の協力を
進めていくためにＩＴＰＥＣを
設立※。

・2006年から同一日時、同一

問題で「アジア統一試験」を
実施。

・我が国試験センタが試験問
題作成等を支援

※2007年にモンゴルが加入

スキル標準の普及・国際標準化

新規相互認証国の可能性に
ついてのフォロー等

・モンゴルの試験創設を支援

・ラオス、インドネシア等 試
験導入希望国において導入
可能性調査を実施。

その他の国については、これまでの調査結果等を踏まえ、
また、各国の取り組み状況を見極めつつ、試験制度創設を支援。

両国は、これまでの
ノウハウをアジアの
他の試験実施国や
希望国へ情報提供
を行い、アジアにお
ける試験の普及拡
大の役割を担う

ベトナムでのスキル標準策定を引き続き支援し、完成させる。
これをベストプラクティスとして各国に対しスキル標準の導入・
普及を図る。
また、スキル標準に準拠した教育カリキュラムの作成・導入
を進めていく（専門家派遣等を検討。）。

ベトナム

・２００７年度の両国における
合格者数は前年度から大き
く増加。それぞれ２００人を
突破。

・受験料収入の安定的な確保
や、独自の試験問題の作成
など、試験実施機関が自立
化するためには、大学や産
業界との連携を深める等実
施基盤を強化する必要。

・インストラクター育成を通じ
た試験普及支援を実施。

・受験者数は伸び悩んでいる
ものの、合格者数は増加
傾向にあり、インストラク
ター育成の効果が出始めて
いることが伺える。

・各国の試験問題作成能力の
向上を図るため、試験問題
作成会議（研修）を実施。

・２００８年春期試験では、午
前試験の62%、午後試験の
73%が各国が作成した問題

が採用されるなど、全体的
に問題作成能力は向上。

・他方、タイ、ミャンマー、
マレーシア、モンゴルは問
題作成数も少なく、質も低い
ものとなっている。

・ベトナムのIT人材評価・育成

システムの策定プロジェクト
に対して、ITSSの専門家を

派遣。ドラフトを作成を支援。
・完成、普及には引き続き支

援が必要。

スキル標準の国際標準化

・モンゴルが試験制度を創設、
相互認証を締結・

・カンボジアにおいて試験

導入可能性調査を実施。

試験実施に向けた取組が進みつつあるインドネシア
の試験創設を支援。早期の試験実施・相互認証を目指す。

越・比両国の試験実施機関の運営や広報等の試験
の普及、大 学や産業界との連携について、専門家
の派遣により支援（その後は ITPEC等の場で他国

へのノウハウ提供等ができるようにする。）。

フィリピン



物流専門家育成制度（物流技術管理士、管理士補、経営士等）ロードマップ

２０年度
（２００８年）

２１年度
（２００９年）

２２年度
（２０１０年）

【タイ】
物流技術管理士講座実施
自立化支援

【CLM】

決定的に不足している物流
ハードインフラの整備が課
題。国家レベルでの物流マ
スタープランの策定支援の
実施に併せて将来の資格
展開を検討

•物流技術管理士講座を現地で実施するにあたって、本邦専
門家を派遣。初年度は理論を現場へ適用する手法を講座実
演により実施し、翌年度の自立運営のため、タイ人講師の育
成（5名以上）と現地実施機関の育成。
•翌年度はタイ人講師のみで実施させ、日本人専門家は講座
の改善にかかるマネージメントサイクルの回転を強化するた
めの技術指導を実施

～１９年度
（２００７年）

•物流マネージメントの重要性
に関する啓発ｾﾐﾅｰを2003年

から実施。
•2004年には物流ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ

制度の導入を目的とした物流
ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ基礎人材の育成講
座を試行。
•2005年には物流専門人材に

よる製造業の物流の改善ﾓﾃﾞ
ﾙ事業を展開。
•物流技術管理士講座の導入
の基礎づくりが完了。

啓発セミナーを実施。その後、日本人専門家による企業物
流を改善、その成果をセミナーで情報共有し物流マネージ
メントの重要性を啓発。また、物流専門人材講座を開設・
運営できる実施機関の育成、強化等を実施する。

物流関連マスタープラン等策定支援：
ラオス

【インドネシア、フィリピン】
物流マネージメントの重要性
啓発セミナー、物流関連団体
創設支援

•インドネシアでは2006年度

末に第１回物流啓発ｾﾐﾅｰを
実施。
•未だ物流関連ｲﾝﾌﾗの整備も
十分ではなく、物流ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ
の力不足を企業自身が認識
できていない。
•荷主・物流事業者の協働を
可能にする物流団体の設立
(または育成)支援

•日系企業の進出があまり進
んでいない。その背景として物
流・電力・水等生産活動に係る
ハードインフラの未整備が上
げられる。
•また、物流に関しての国家レ
ベルでの開発計画も存在して
おらず、まずは長期的なハード
インフラ及び規制の整備が課
題。

【シンガポール、マレーシア】
現地と日本の資格制度間で
の相互認証の可能性検討

•マレイシアについては国家計
画としての資格制度構築プロ
ジェクトが始動中。

両国における物流資格制度の開発・普及に関する調査を実
施。相互認証の可能性を検討する。

•物流専門家育成講座を現地で実施するにあたって本
邦専門家を派遣。第一ステージは理論と現場への適
用手法を講座実演により実施。
•翌年度は現地人講師のみで実施させ、日本人専門家
は講座の改善のための技術指導を実施

【ベトナム】
物流インフラと外資規制等
の改善を物流マネージメント
の啓発活動をパッケージで
展開

•急速に日系企業の進出が進
んでいる。輸出指向外資への
産業政策を展開しており、未
だ物流分野では外資規制が
残る。また、急増する国際物
流量に対応したインフラ整備
が望まれている。

セミナーを通じ、物流専門人材の育成がイン
フラ未整備などの外部環境改善と共に重要
であるとの認識を醸成しつつ、現地実施機関
の設立を支援。

セミナーや日本人専門家による企業物流の改善実演等を通じ物流専門人
材講座を開設・運営できる団体強化等を実施

受入機関
確定

２３年度
（２０１１年）

現地・日系
企業等ﾆｰｽﾞ

JEXSA専門家派遣等技術協力ツール

•物流専門家育成講座を現地で実施するにあたって
本邦専門家を派遣。第一ステージは理論と現場へ
の適用手法を講座実演により実施。
•翌年度は現地人講師のみで実施させ、日本人専
門家は講座の改善のための技術指導を実施

移植する資格
講座種別を検討
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•資格取得者の能力向上と企業における物
流効率化の成果を出す支援体制や事業の
検討。また、資格取得者による物流改善事
例発表会等を開催し、資格取得者の能力
と成果を情報共有する。

•民間ベースでの資格
相互認証

・優秀な資格取得者を日本に招聘し、次代の講師
候補として高度な講師育成を実施。

その他事業での支援を検討


	アジア標準のロードマップ

